
令和６年度補正予算
新技術導入緊急対策事業のご紹介

令和６年12月17日
農林水産省食品製造課

原材料調達・品質管理改善室
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食料システムの持続性確保の観点から、原材料を安定的に調達しつつ生産性を向上させるため、産地と連携した取組を行う計画を策定した食品製造事業者に対して、
製造ラインの自動化等の省人化や生産性の向上に資する新技術（機械設備等）の導入を支援します。

（※）食品の加工・製造を行っている事業者、
又はこれらとともに事業を実施しようとする事業者。

補助対象者 食品製造事業者（※）
［中堅・中小企業に限る］

補助対象経費
以下の条件を満たす機械設備
・生産効率が３％/年 以上
・販売後３年程度未満

補助上限 5,000万円

補助率 １/２以内

補助要件 産地と連携した原材料調達計画の策定

事業の流れ

【補助の概要】

【本事業の対象となる新技術の例】

 従来は複数の機械を併用して製造していた製品・工程を一つの機械で対応するなど、設備投資の効率化に資する技術
 既存製品より生産効率が高く、小型化され工場への導入が容易な技術
 他の製造業では普及しているにもかかわらず、食品製造業では業界特有の理由により開発・普及されていない技術

国 食品製造事業者
1/2以内

従来の機械は大きいことから、
工場内の限られたスペースへ
の設置が困難

小型化により工場内の増設・
配置換え作業が簡略化

衛生面の課題、柔らかい食材を掴む技術
の開発が未開発等、食品製造業特有の
理由で、容器への盛付作業は人が実施

自動盛付装置の導入により
労働生産性の向上・雇用不足の解消

【新技術（機械設備等）の例】

・多層包あん成形機
・自動パン粉付け機
・食品自動充てん・包装機
・弁当・総菜用盛付ロボット
・製品検品用Ｘ線センサーシステム
・製品自動箱詰め装置

多層包あん成形機

弁当・総菜用盛付ロボット

自動パン粉付け機

製品検品用X線センサー
システム

食品製造業界特有の理由により開発・普及されていない技術

生産効率が高く、小型化され工場への導入が容易な技術

新技術導入緊急対策事業
【令和６年度補正予算額 300百万円】

［お問い合わせ先］ 原材料調達・品質管理改善室 生産性向上チーム TEL：03-6738-6166 E-mail：kaizen@maff.go.jp

令和６年11月29日閣議決定
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１. 本事業の公募HPについて

応募資格や提出書類に
ついては、こちらをご
確認ください。
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１. 本事業の公募HPについて

提出期限、提出先等は
こちらをご確認ください。
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２. 課題提案書における記載事項について

別記様式第１号 別添１
課題提案書（応募者に関する事項）

応募時点における
生産量や工場稼働時間、
設備・機械担当人数等
のデータについてご記
載ください。
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２. 課題提案書における記載事項について

中堅・中小企業（常時使用する従業員（パート、アルバイト及び当該事業者の子会社（会社法
（平成17年法律第86号）第2条第3号に規定する子会社をいう。）の従業員を含む。）の数が
2000人以下の事業者をいう。）に限る。

公募要領 第４第１項

別記様式第１号 別添１
課題提案書（応募者に関する事項）

公募要領に定める「中堅・中小企業」への該当を確認し、
チェックを入れてください。
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２. 課題提案書における記載事項について
別記様式第１号 別添２ 課題提案書（取組内容に関する事項）

各項目にチェックを入れ、
具体的な内容を記載してください。
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２. 課題提案書における記載事項について

別記様式第１号 別添２
課題提案書（取組内容に関する事項）

別記様式第２号
「産地と連携した原材料調達計画」
に記載してください。
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２. 課題提案書における記載事項について

別記様式第１号 別添２
課題提案書（取組内容に関する事項）

別記様式第３号
「新技術に関する証明書」を
導入する機械設備の製造・販売メーカー
に作成いただき、提出してください。

※中小企業等経営強化法の経営力向上設備等に係る生
産性向上要件証明書を受けた場合には、コピーを添付
してください。 9



２. 課題提案書における記載事項について

各項目にチェックを入れ、
具体的な内容を記載してください。

別記様式第１号 別添２
課題提案書（取組内容に関する事項）
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２. 課題提案書における記載事項について
別記様式第１号 別添２ 課題提案書（取組内容に関する事項）
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３. 本事業に係るQ＆Aについて

（注）子会社とは、親会社が形式的に50％超の議決権を有している場合や、実質的に財務及び事
業の方針の決定を支配している場合などに、支配されている側の会社をいいます。

●販売後3年以上の機械設備は対象外ですか。
販売後3年程度未満としており、販売後４年以上の機械設備は対象外となります。
また、新製品として開発した機械設備だけではなく、開発後に改良された場合は、改良後3年程度以
内であれば対象となります。

●対象機器は例示されたもの以外でも対象ですか。
PR資料の中で対象機械設備として挙げているものは、あくまでも例示したもので、補助対象は例示した
ものに限定されたものではありません。
製造ラインの自動化等の省人化や生産性の向上に資する新技術（機械設備等）の導入であれば対
象となります。

●補助対象者は中堅・中小企業に限るとあるが、その定義を教えてほしい。
以下、公募要領第４第１項の記載をご確認ください。

中堅・中小企業（常時使用する従業員（パート、アルバイト及び当該事業者の子会社（会社法
（平成17年法律第86号）第2条第3号に規定する子会社をいう。）の従業員を含む。）の数が
2000人以下の事業者をいう。）に限る。
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３. 本事業に係るQ＆Aについて

●外食事業者も補助対象となりますか。
外食事業者であっても、自社で食品製造を営んでいる場合には、補助対象となります。
参考：公募要領第4第１項（1）。

●生産効率が3％／年以上とはどういうことですか。新規製造ラインの場合はどうしますか。
機械設備導入に伴う「単位時間あたりの処理量」や、「一定量を処理するのに要する時間・人員
数」の変化がわかるように、具体的に算出ください。
新規製造ラインの場合は、現在、その工程に従事している人員が、機械設備の導入により減員し
た人数を算出してください。

●設備の見積書の提出は必要ですか。
公募段階では必要ありませんが、採択通知後には提出が必要ですのでご準備ください。

※Q＆Aについては、以下ページにて随時更新予定です。
食品製造業等の生産性向上：農林水産省
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https://www.maff.go.jp/j/shokusan/sanki/soumu/seisansei.html
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